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現段階の第三セクター
寺尾晃洋
I 80年代における民活論と第三セクター
1. 民活論の登場
民活導入の立法過程 政治の舞台への民活論の登場は端緒的には臨調第三
次答申（基本答申1982年7月30日）からであり，行政改革や行政事務の簡素
化の流れのなかで生じたが，政府として民活を政策の基本にすえたのは同年
11月発足した中曽根内閣であった。小さな政府を唱えるレーガン政権やサッ
チャー政権と呼応して，わが国においても1983年4月経済対策閣僚会議の
「今後の経済対策について」， 同年10月自民党の公共的事業への民間活力導
入に関する特別調査会（会長桜内義雄氏）の「民間活力の導入のための方策に
ついての第1次報告」，翌年3月JAPIC(日本プロジェクト産業協議会） 「公共
的事業分野への民間活力導入方策に関する提言」など各種の提言がみられた
が，こうした各界の活発な民活論議をうけて一連の法律による民活の導入と
第三セククー化の動きがみられるようになった。すなわち1986年には「東京
湾横断道路の建設に関する特別措置法」，「民間事業者の能力の活用による特
(1) 
定施設の整備の：促進に関する臨時措置法」（いわゆる民活法）など， 1987年
には「産業構造転換円滑化臨時措置法」，「民間都市開発の推進に関する特別
措置法」（いわゆる民間都市開発法），「総合保養地域整備法」（いわゆるリゾ
ート法」），「日本電信電話株式会社の株式の売却収入の活用による社会資本
(1) 民間プロジェクト研究会絹著「民間活力の導入」大成出版社， 1987年4~7ペ
ジー。
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の整備の促進に関する特別措置法」（いわゆる社会資本整備法）， 1988年には
「多極分散型国土形成促進法」が制定された。なお1987年6月には四全総の
閣議決定をみている。
民活の理解 民間プロジェクト研究会編著『民間活力の導入』 (1987年）
では，民活の意義は 3点から説明されている。すなわち①民活とは自由主義
経済の有効性を信奉する立場から政府の介入を排し，市場原理にのっとって
民間部門の自律的な活力を最大限に発揮させようとすることである。具体的
には規制緩和による民間事業部門の活性化，民営化，自助及び互助連帯の推
進などの施策を意味する。このような意味での民活は自由主義社会ではそれ
自体が目的である。
⑨財政上の制約から大幅な政府支出の拡大が困難な状況のもとで，民活に
はさまざまの公共目的を豊富な民間余剰資金を活用して実現するという意味
がある。つまりこの場合は民活を利用するのは公共セクターであって， した
がって民活は公共目的を実現するための手段にすぎない。
⑧最後に民活には， 80年代後半のドル安・円高，対外経済摩擦を背景とし
た内需拡大という差し迫った現実的な要請に対処するための経済対策の一躁
であるという側面がある。この経済対策としての民活は思想的・経済理論的
背景を論ずる以前の極めて実際的な問題である。したがって単に政府の介入
の排除だけでなく，逆にインセンテイプを付与するために政府が補助金や減
(2) 
税といったかたちで支援する新たな手法が登場することになった。
このようにここでは民活の意義について 3点が指摘されているのである
が，このうち民活の根本は前掲の民活の意義の第1点にかかわっている。し
かしながらしばしば誤解されがちなように単に公共部門が民間部門に変わる
ことが民活という訳でもなく，また，前掲のように民間部門の活力を最大限
に発揮することが民活であるという表現もあまりにもばく然としている。
(2) 同上書， 8~9ペー ジ。
硯段階の第三セククー （寺尾） (651)91 
2. 民活の論理
民活の本質民活の本質はいわゆるパイの理論である。 ピク・- (A. C. 
Pigou)は『厚生経済学』のなかで，「経済的厚生」の大小は彼のいわゆる
ナシ aナル・ディヴ 4デンド
「国民分配分」（＝国民所得）の大小に依存すると書いているが， この新古
典学派の思考方法は80年代の経済思想であるマネクリズムに受け継がれ，そ
の魂となっている。レーガン政権やサッチャー政権だけでなく中曽根内閣以
降のわが国における政府の経済政策は基本的にこのような思考方法を基礎と
している。競争という弱肉強食の世界のなかでの社会的淘汰をくぐり抜けて
生き残った強者の利益を保障しておけば，市場にまかせるだけで自然に経済
の調和的（均衡的）な発展がもたらされる。これがこうした考え方の骨子で
ある。そこで政府はある場合には投資減税・所得減税，ある場合には財政的
(3) 
支援などのいわゆる産業政策によってこの強者の利益を保障する一方，経済
的繁栄→所得上昇→受益者負担の論理でもって弱者に対して自助や互助努力
を期待する。民活にはおおまかに言えばこのようなやり方あるいは方法があ
る。前掲の文献で民活の意義に関してあげられていた‘‘民間資金の活用”と
“内需拡大策”の 2点は，この民活という名のパイの理論の日本的適用， 日
本経済の一定の状況のもとでの実践方策である。
民活の2つの側面と第三セクター 通常わたしたちが言う民活は市場原理
の調和的（均衡的）な側面についての促進策である。
ところが市場原理には所得間・産業間・地域間格差の拡大という重要な他
の側面がある。この格差の是正は政治の現実では無視できぬ問題である。民
活プロジェクト研究会編著，前掲書では「地方民活」の名においてこの点へ
の配慮は内需拡大策と並んで，とくに地方圏の活性化のため地域開発や地方
都市の再開発， リゾート開発などのかたちで注目されつつある。
(3) 寺尾晃洋「公企業形態論の論点」「関西大学商学論集」第3俎巻第5号， 1989年
12月参照。
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(4) 
総務庁行政監察局の調査 (1988年6月）によれば，調査対象民活事業531
プロジェクトのうち「都市基盤・都市施設整備」〔都市（再）開発，地域総
合開発，区画整理等J246プロジェクト(46.3%),「情報・先端技術開発〔先
端技術開発，ニューメディア事業J75プロジェクト (14.1%),「社会経済基
盤整備」〔鉄道，港湾などJ59プロジェクト (11.1%),地域産業振興45プロ
ジェクト (8.5%), 「その他」〔リゾート・観光開発55プロジェクト (10.4 
彩），文化・福祉・医療29プロジェクト (5.5%)などJ106プロジェクト (20
彩）となっているが，三大都市圏では土地の高度利用及び過密・老朽化した
都市・都市施設の整理・活性化を図るため「都市基盤・都市施設整備」の割
合が極めて高く，半数以上を占めているが，これに対して地方圏4ではその割
合は三大都市圏に比べると低く，代わりに「その他」，つまりリゾート・観
光開発などの割合が高い。
すでに立法過程を見たときに触れたように，政府は民活のこれら 2つの側
面に対する政策用具は第三セククーであると考えていると見てさしつかえな
いが，この総務庁調査対象事業の事業主体の20バーセント強 (201事業主
体）が第三セククーである。民間企業は29.7バーセント (290事業主体）で
あるので，両者で半数を占める。
事業主体の分野別傾向をみると，東京湾横断道路建設，関西国際空港建設
など従来公共部門が実施してきた公共事業を公共部門に代って実施する「社
会経済基盤整備」の事業分野では第三セクターは26事業主休 (35%)にのぼ
っており，地方圏の活性化に重要な役割を果す「その他」（リゾート・観光
開発など）の分野では47事業主休 (32%),「地域産業振興」の分野では19事
業主体 (25.3%)を占めている。とくに将来の収益性は期待できるものの，
多額の初期投資の必要性，的確な需要見通しの困難などから現状では民間単
独の参入が低調である「情報・先端技術開発」の分野では，第三セククーは
70事業主休 (64.3%)を占め，格別高い割合を占めている。政府の考え方や
(4) 総務庁行政監察局「民活事業の実施状況に関する実態調査報告書」 1988年6月
10---17ペー ジ。
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このような第三セクター化の実態を肯定するような理論的根拠と問題点の所
在は現段階では必すしも明らかとは言えない。いまこうした点の解明が急が
れているのであるが，そのためにはまず最近の民活事業及び民活をめぐる第
三セククーの実態をつかんでおく必要がある。
r 開発型第三セクター
1. 民活法のしくみと問題点
民活法の目的 民活法は1986年 5月30日に公布・施行され，技術革新，情
報化，国際化に対応して，経済社会の基盤の充実に資する12類型の特定施設
(1989年8月現在）の整備を民間事業者の資金的，経営的能力を活用して推
進することを目的としている。
民活法上の特定施設は一言で言えばハイリスク・ローリクーン（①公益性
が高い。③収益性が低い。⑧初期投資が大きい。④投資の懐妊期間が長い。
(5) 
⑥整備のノウハウが乏しい。）とされ，これに対しては補助金 •NTT 無利子
融資の活用・税制上の特別措置•財投の活用といった「呼び水」的支援措置
が認められている。
特定施設とは さて民活法の対象施設として法第2条で規定している特定
(6) 
施設には1989年8月現在以下のものがある（〔 〕内は例示）。この法律は第
104国会において成立したが，第108国会，第112国会，第114国会で法律改正
を行い特定施設の追加を行った。
(1号施設）工業技術の研究開発及ぴ企業化基盤施設＿リサーチ・コア
-(通産省所管）［地域共同研究施設技術者研修施設，展示施設，ベンチャー企
業振興施設〕
(2 号施設）電気通信研究開発促進施設ーーテレコム・リサーチバークー一—
（郵政省所管）〔電気通信開放型研究開発施設，研修施設〕
(5) 通産省民間活力推進室「民活の硯状と課題」（民活講習会資料）， 1989年8月，
1ペー ジ。
(6) 同上資料， 2~4ペー ジ。
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(3 号施設）情報化基盤施設—ニ ーメプィアセンクーー（通産省所
管）［地域共同情報センクー．情報化啓蒙普及施設，研修施設J
(4号施設）電気通信高度化基盤施設（郵政省所管）
（イ） 電気通信高度化基盤施設（テレコムプラザ） 〔CATV放送センクー等電
気通信中枢センクー，電気通信啓蒙普及施設，研修施設J
（口） 多目的電波利用基盤施設（マルチメディアセンクー）［無線通信業務施
設，共同利用施設〕
(5号施設）国際経済交流等促進施設（通産省，運輸省所管）
（イ） 国際見本市場施設（通産省）
（口） 国際会議場施設（通産省，運輸省）
Vヽ） 国際交流研修施設（通産省）
（二） 国際市民交流基盤施設（通産省，運輸省）頃赤施設．展示物として供さ
れる建物または構築物，観覧物J
(6号施設）港湾利用高度化施設（運輸省，通産省所管）
（イ） 旅客クーミナル施設（運輸省）
（口） 港湾業務用施設（運輸省）
Vヽ） 港湾文化交流施設（運輸省）〔展望施設，展示施設〕
（二） 臨海部活性化施設（運輸省，通産省）〔共同利用研究施設．港湾情報化基
盤施設，会議場施設，研究施設J
（ホ） ハーバーコミュニテイセンクー （運輸省，通産省）［研修施設，展示施
設J
(7号施設）国際情報地域開発基盤施設（通産省，郵政省，建設省所管）
（イ） 地域情報管理基盤施設（エリアマネージメントセンクー）（通産省）
〔情報処理施設，情報伝送路J
（口） 地域開発中枢衛星通信センクー（テレポート）（郵政省）
（ハ） 特定電気通信基盤施設（郵政省） 〔電気通信総合管理センクー，電気通信
伝送路J
（二） インテリジェントビル（イ・ロまたはハと一体であることが要件）
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（イと一体の場合通産省，建設省）（口またはハと一体の場合郵政省，建設省）
（ホ） 熱供給施設（イと一体であることが要件）（通産省）
(8 号施設）国際ビジネス交流基盤施設一—ワールド・ビジネス・ゾーン
-(通産省所管）〔外国企業用短期賃貸事業場，共同利用施設J
(9号施設）農林水産研究開発・企業化基盤施設（農水省所管）〔地域共同研
究施設，技術者研修施設，展示施設，ベンチャー企業振興施設J
(10号施設）漁港利用高度化施設（農水省所管）
（イ） 漁港複合施設〔水産物処理保蔵施設，旅客関連施設J
（口） 漁港業務用施設〔漁港業務用ビルJ
(11号施設）総合流通機能高度化施設（運輸省，通産省，農水省所管）
（イ） 物流高度化基盤施設（運輸大臣）（トラックターミナル，倉庫，流通加工施
設，流通業務用施設J
（口） 卸共同流通ターミナル（通産省，農水省）〔受発注業務施設，商品仕分け
業務施設J
(12号施設）大規模都市鉄道新線多目的旅客ターミナル施設（運輸省所管）
〔旅客施設，生活利便向上施設，会議場施設，展示施設〕
このように特定されている諸施設はすべて技術革新，情報通信分野や運輸
・港湾分野等の都市施設を中心とする社会資本整備と急速な国際化への対応
にかかわっている。何よりもここには民活が日本経済の構造転換を背景とし
てでてきていることが明確に示されている。
日本経済の構造転換 鈴木多加史編著『日本の構造転換と地域経済』ぎょ
(7) 
うせい， 1989年によれば，第1次オイル・ショック (1973年）における石油
価格上昇を戦後日本の終身雇用システムのもとで労働者の解雇に訴ええなか
ったわが国の経営者たちは，原材料コストの上昇率を抑制し，労働生産性を
高めるために， FA(ファクトリ・オートメイション）や OA(オフィス・
オートメィション）といったマイクロ・エレクトロニクスに基づく先端技術
(7) 鈴木多加史絹著「日本の構造転換と地域経済」ぎょうせい， 1989年， 28~30ペ
ジー。
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を導入してきた。その結果加工組立型の製造業（輸送機械，電気機械，一般
機械など）が主力となり，素材型の製造業（繊維，紙・パルプ，化学，窯業
•土石，鉄鋼，非鉄金属など）の比重が低下し，後者では脱本業化が進行し
~o 
さらに1985年以後の急激な円高・ドル安のなかで，従来の原材料を輸入し
加工して輸出するというわが国の貿易構造が変化し，海外からの部品調達，
現地生産が進行し， NIESからの追い上げに直面するという新しい事態が生
れた。また，所得の増大とともにサービス需要もふえてきた。ここから「経
済のサービス化・ソフト化」が言われるようになってきた。
同書の要約によれば，経済企画庁総合計画局『21世紀への基本戦略』東洋
経済新報社1987年ではつぎのような点が指摘されている。第3次産業は「ネ
ットワーク部門」（電気・ガス• 水道，運輸・通信，商業，金融・保険・不
動産）と「知識・サービス生産部門」（マネジメント・サービス， 医療・健
康サービス，教育サービス，レジャー関連サービス，教育サービス，レジャ
ー関連サービス， 家事代替サービス，公務• その他）に分類されており，
1970年と1985年を就業者，名目総生産のいずれで比較しても「知識・サービ
ス生産部門」が顕著な成長をみているのに対して，「ネットワーク部門」は
微増しているものの「物的生産部門」はかなりの減退をみている。いわゆる
「経済のサービス化・ソフト化」とはこのような産業構造の変化をさしてい
ると言ってよい。
ちなみに前述の“マネジメント・サービス"は研究，その他の公共サービ
ス，広告業，業務用物品賃貸業，その他の事業サービス業，梱包，分類不明
に，同じく“レジャー関連サービス"は娯楽業，放送業，飲食店，旅館に，
“家事代替サービス"は洗濯・理容・浴場業，その他の対個人サービスに小
(8) 
分類されている。
民活法上の諸特定施設はこのように第3次産業，ことにいわゆる「ネット
ワーク部門」，ついで「知識・サービス部門」に集中していることがわかる。
(8) 同上書， 30ペー ジ。
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(9) 
民活法による支援措置 通産省の資料等によれば以下のようである。
A 補助金（一般会計から）
民間能力活用特定施設緊急整備費補助金として，特定施設整備事業の建設
事業費（土地取得費等を除く）の5%を国と地方自治休が補助するものであ
って， 5%のうち関係地方公共団体が地方交付税交付団休の場合は国が％，
地方交付税不交付団体の場合は国が％を負担し，残りを地方公共団休が負担
する。
B 税制上の優遇措置（地方公共団体等が％を超える出資，または，単一
の地方公共団休が％以上の出資をしている第三セククーに限る）
a 対象施設（建物及びその附属設備）についての特別償却（初年度13
％）一資金回収の加速化を図るためー一
b 対象施設の家屋または土地等に課される地方税についてのつぎの減免
措置―これらの税金は利益の有無にかかわらず納付しなければならないた
め―
不動産取得税
固定資産税
特別土地保有税
事業所税
事業所の新増設にかかる事業所税
事業所床面積に応じてかかる事業所税
％軽減
％軽減
非課税
非課税
％軽減
取得時点
事業開始後5年間
取得時点及び取得後毎年
新増設時点
新設後5年間
C NTTの株式売却収入の活用による無利子融資（第三セククーに限る）
＜融資条件＞ 融資比率： 50彩以内 (3大都市圏については近郊整備区域
37.5鍬既成市街地25彩以内）
償還期間： 15年以内（うち据え置き期間3年以内）
＜対象事業費＞ 対象事業の整備にかかる費用のうち，土地取得費等を除く
直接工事費
(9) 通産省民間活力推進室，前揚資料， 4~8ページ。民間プロジェクト研究会編
著，前掲書17ペー ジ。
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D 日本開発銀行及び北海道東北開発公庫からの出資及び低利融資
E 民間金融機関からの借入れに対し産業基盤整備基金による債務保証
“特定都市開発地区”として都道府県知事によって指定された地区では，
知事の定める開発整備方針に従って特定施設の整備と併せて公共セククーに
よる道路，下水道等の公共施設の整備が図られる。
民活法の問題点 認定済プロジェクトはようやく軌道に乗り1989年8月現
在35件となり，その後もふえている。例えば大阪市南港にわが国最大級の国
際流通センクー「アジア・太平洋トレードセンクー」 (ATC)が通産・建設
・運輸3省の民活適用事業になると言われる。これはアジア・太平洋地域を
中心に，従来の流通に乗っていない世界の物産約100万点を集めた輸入品専
門の卸売センクーであり，輸入促進という国際的な要請を受けた施設（地上
9階，延べ床面積18万平方メートル）であって通産省では早くから民活法適
用が考えられていた。しかしホテルやイペント施設， レストランなどが入り
関連施設すべてに民活法を適用できないことと建設費900億円の調達がネッ
クであった。ところが運輸省は“大阪湾の港湾機能強化”，建設省は‘‘商品
情報提供のための高度情報システムを組み込んだインテリジェントビル事
業”とみる立場から民活法適用にゴーサインが出て，建設費の 7割が無利子
か，低利融資でまかなえる見通しということである（毎日1989.9.12)。これ
は1例である。
(IO) 
さて通産省自体が指摘しているように，①首都圏を中心とするビッグプロ
ジェクトに比較して，地域プロジェクトは構想段階にとどまっているものが
多い。首都圏では東京臨海部副都心構想，東京駅周辺地区再開発，東京国際
フォーラム構想， みなとみらい21計画，幕張新都心構想，さいたま YOU
And Iプランなどの大規模プロジェクトが目白押しに計画，推進されてお
り，民活法上の特定施設も確かに首都圏と阪神圏に集中し，地方との格差が
大きい (1989年現在首都圏では，つくば研究支援センクー，幕張メッセ，幕張テクノ
(10) 通産省民間活力推進室，前掲資料， 1, 9~12ペー ジ。
硯段階の第三セククー（寺尾） (659)99 
ガーデン，（仮称）竹芝ピアビルディング，マルチ・メディア田無アワー，かながわサ
イエンスパーク，パシフィコ横浜国際見本市場，パシフィコ横浜国際会議場，東京テレ
コムリサーチパーク，阪神圏では国際電気通信基礎技術研究所，千里ライフサイエンス
センクー，大阪テレポート，片福連絡線多目的旅客クーミナル，神戸港高浜旅客・フェ
(11) 
リー クー ミナル）。
R民活事業は本来的に低収益であるため，とくに地方プロジェクトに対し
(12) 
ては民間企業の投資インセンティプが小さい。ここから各種の支援措置が実
施されていることはすでに触れた。本来経営の自主性・自立性を高めるべき
民活と支援措置が簡単に両立するとは思えない。したがって支援の仕方につ
いては事業がどのような性格のものか，だれが事業を担っているかに留意す
ること，また，起業化の促進といった短期の支援にとどめること，この2点
が大切である。現実には支援を強化すれば前述のように首都圏を中心とする
ビッグプロゼクトを推進する動きに拍車がかかり，東京一極集中が加速され
るという皮肉な結果が生れることも考えられる。
(13) 
⑧前掲の総務庁行政監察局の「実態調査報告書」もいくつかの問題点とそ
れらに対する勧告をまとめているが，つぎの4点に要約することができる。
(a)首都圏に集中している民活事業が完成すれば，たとえば国際展示場施設の
展示面積は 3倍になる。国際会議場施設も同様である。互いに競合すること
のないよう，必要な調整をおこない，安定的な運営と機能の相互補完がなさ
れねばならないこと。 (b)臨港開発と都市再開発に関する関係部局間の調整が
必要であること。 (c)民活法の認定要件（たとえば特定施設につき全国一律に
必要最低面積が求められていること，各号の特定施設それぞれが独立した施
設というたて前であり，業務施設と共同利用施設の双方を備えなければ駆定
されないこと，言い換えると異種の特定施設を合築方式によって複合的に整
備しようとする場合やりにくいこと）の見直し，また，課税の特例措置等を
(11) 総務庁行政監察局，前掲資料， 24ページにも同じ趣旨の指摘がある。
(12) 通産省民間活力推進室，前掲資料， 1ペー ジ。
(13) 総務庁行政監察局，前掲資料， 27,45, 54~56, 63~65ペー ジ。
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受ける場合，たとえば特定施設の規模が10億円以上であること，特定施設以
外の施設と合築する場合床面積の2分の1以上を特定施設が占めることなど
（租税特別措置法施行令第28条の2,地方税法施行令第21条）の要件を認定
要件とは別に満たさねばならないことへの配慮。 (d)中小企業高度化事業〔開
放型試験研究施設等整備事業（地方公共団体の出資割合が4分の 1以上の公
益法人に適用している）〕の適用対象から株式会社形態の第三セククーがは
ずされていることの是正。このように政府機関の指摘するだけでも硯行の民
活法にはいくつかのポイントがある。そこでつぎに第三セククーに焦点をあ
てて民活事業の問題性を具休的事例のなかから探ってみることにしよう。
2. 民活法認定プロジェクトの若干の事例
(1) 首都圏の事例
＜幕張メッセ＞
経過 千葉県は1983年6月「千葉新産業三角構想」，つまり(a)幕張新都心
構想， (b)上総新研究開発都市構想， (c)成田国際空港都市構想を策定し，石油
と鉄に片寄っていた県の産業構造を先端技術産業導入のための諸条件を整備
することによって是正し，地域的アンバランスを解消しようと考えた。幕張
新都心構想とは千葉市幕張地区の海面埋立地に国際化・高度情報化社会に対
応した新都心を建設し，国際的業務機能や先端産業の中枢機能，研究開発機
能，学術・教育機能の拠点づくりを図る計画である。幕張メッセは(a)内外商
品等の見本市，展示会の企画，誘致及ぴ開催， (b)国際•国内会議及ぴ文化，
スボーツ等各種催物の企画，誘致及び開催， (c)展示場，イベントホール，会
議施設，商談室及ぴこれらに付帯する施設の賃貸及ぴ管理運営を主な事業内
容としており， わが国最大級のインテリジェントビル「幕張テクノガーデ
ン」（民間企業）とともにこの計画の中核施設である。
海面埋立事業は県企業局の手で1973年から1980年にかけて実施され，いわ
ゆる千葉方式〔予約分譲，前納制及び産業基盤整備費の進出企業負担（ちな
みに関西では川西方式として知られているものと同じ。ただし兵庫県川西市
硯段階の第三セククー （寺尾） (661)101 
では1990年関係企業と市長・多数の議員の汚職に発展した）〕と起債方式
〔銀行緑故債による〕によって資金調達された。時価900億円と言われる幕
張メッセの用地（県有地）の大半は無償で提供されている。
管理運営にあたる（樹日本コンペンションセンクー（通称幕張メッセ）は
1986年4月30日第三セククーとして設立されているが，幕張メッセ建設計画
の実現を強力に推進したのは沼田武千葉県知事であった。知事当選は1981年
のことであったが，この年地元財界人の発想が計画の端緒になったと言われ
ている。 1984年4月千葉県，千葉市，県経済界で構成する幕張メッセ推進協
議会が発足， 1987年5月には幕張メッセは民活法5号ィ施設に認定され，前
述した支援措置をうけることになった。千葉県は国際展示場（延床面積99,
124m2, 展示面積54,353mり等を建設・所有し，日本コンベンションセンク
ーは国際会議場（延床面積16,700m2, 1,000~2,000人） ・イペントホール
(15,522m2, 最大9,000人）を建設・所有し，施設全体の運営に当ることに
なった。そこで土地を除く， 幕張メッセ全休の建設費約450億円のほぼ3分
の2は県が負担した訳である。建築工事は1987年12月着工， 1989年10月落成
した。このように建設については県の絶大なるバック・アップがあったので
ある。
それだけでなく幕張メッセで開催されるイベントヘの大きな県費の投入が
あげられる。たとえば国際住宅・計画連合国際会議 (IFHO) (1989年）に
ついては， 1986年度から1988年度までに県の一般会計から4,900万円が支出
され，開催年の1989年度負担を入れると 1億円近くになるとみられている。
また，世界卓球大会には1988年度だけで3,200万円，日本文化デザイン会議
には同じく 1988年度だけで3,000万円，最終的には県と千葉市あわせて 1億
(14) 
3,600万円がつぎこまれるという。
株主構成 ところでこの会社は中央・地元財界，県市あげての協力によっ
てできあがっている。 1989年10月硯在資本金40億円（授権資本40億円），同
社会長は経団連会長（新日鉄名誉会長）の吝藤英四郎氏，社長は吉国一郎氏
(14) 中西啓之ほか絹「陽だまり」千葉県自治休問題研究所1989年， 78,79ペー ジ。
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（日本プロ野球コミッショナー，元内閣法制局長官・地域振興整備公団総
裁），専務は舘野一男氏（元千葉県企画部長・同企業庁長）である。副社長
・常務・常勤の取締役にはそれぞれ県中小企業団体中央会会長，元開銀地方
開発部長，元ジェトロ部長，元千葉市企画調整局長，元日本エレクトロニク
ス協会理事が就任しており，非常動の取締役には東芝社長，千葉銀行会長，
新日鉄副社長， トヨタ社長，東京電力社長，東京瓦斯会長といった中央財界
・千葉県副知事，千葉市助役といった県市のトップクラスが名をつらねてい
る。
株主構成を見ると，千葉県25%, 開銀20%,千葉市12.5%,計57.5%を公
共セクターが占めているが， 大株主には東京電力，東京瓦斯， NTT, 新日
鉄，自動車工業振興会，川崎製鉄，さらに 2つの県経済団体が入っている。
株主は100社8団体であるが，会社関係は上記の会社のほか基幹産業関連で
は日本鋼管・住友金属・神戸製鋼，機械情報産業関連では東芝・三菱重工業
など，金融機関関連では長期信用銀行・都銀・信託銀行• 生損保・証券会
社，商社・不動産・建設業関連では三菱商事・三井不動産などの名前があが
っている。
民活法の参考にしたと言われる幕張メッセの場合におけるこの100社8団
体にのぽる地元地方公共団体・開銀・中央財界を網羅した株主構成は，現段
階の第三セククーのスタンスが奈辺にあるかを最もよく示している。
＜パシフィコ横浜＞
計画の概要 国際文化都市を目指す横浜市の「みなとみらい21(MM21) 
計画」を象徴する代表的な施設として，国際見本市場，国際会議場，ホテル
が一体となった国際交流拠点を整備しようとするプロジェクトが「パシフィ
コ横浜」であり， 1991年春完成予定である。この事業主体は1987年6月設立
の第三セクター，（株）横浜国際平和会議場である。 MM21計画は(a)横浜の自
立性の強化， (b)横浜の港湾機能の強化， (c)首都圏の業務機能の分散をうたっ
て，横浜駅周辺と関内・伊勢佐木町地区の海側 186haを対象として， (a)国
際的な業務と文化を中心とした街（国際会議場，国際見本市センター，美術
現段階の第三セククー （寺尾） (663)103 
館などの文化施設，商業施設，都心型住宅を組み合わせた“世界各地と連動
する24時間型都市"),(b)2l世紀の情報都市（先端技術産業，知識集約産業，
国際ビジネスなどの企業の本社，支社，研究部門等を核とした経済中枢機
能，地域冷暖房，共同溝，新交通システム，テレポート基地， INS-―ー高度
情報通信システム，光ファイパ—―などの積極的導入）， (o)水と緑と歴史
に囲まれた人間環境都市（ウォークーフロント，公園，プロムナード， 1万
人の居住人口）を街づくりの基本的考え方としてかかげている。総事業費2
兆円，就業人口19万人，工期1983~2000年である。もともと新港・高島両埠
頭，三菱重工横浜造船所，国鉄貨物ャードなどの移転や機能転換に伴って，
新たに埋立てる 76haを加えた既述の 186haが開発対象となっている。
この計画の基盤整備については臨海部土地造成事業（埋立事業）は市，港湾
整備事業（緑地，道路等港湾施設の整備）は市・国，土地区画整理事業（宅
地造成，道路等の整備）は住宅・都市整備公団，都市廃棄物管路輸送システ
ムは市，熱供給事業は圏 MM21, その他（道路・公園・共同溝・下水道等
の整備）は市といった分担区分となって開発がおこなわれつつある。 1984年
7月設立の（樹 MM21は企業誘致： PR• 利便施設導入計画・街づくり協定
などの企画と調整を目的としたユニークな第三セククーとして有名である。
会社のりんかく パシフィコ横浜の事業主体である圏横浜国際平和会議場
は資本金110億円， うち横浜市22.7彩， 神奈川県13.6%, 開銀14.6%, 民間
(232者） 49.1彩である。半分は地元経済界，残りは経団連が中心に取りま
とめた全国的規模の出資者からなり， 1億円以上の出資は6社，下限は1千
(15) 
万円に抑えられている。社長高木文雄元国鉄総裁・（樹 MM21社長，会長
は経団連副会長花村仁八郎氏，専務石井敬一郎氏（横浜市 OB, 元財政局
長），常務長田徹也氏（開銀 OB),取締役営業部長佐久間健治氏（国際観光
振興会）であり，非常勤取締役には横浜商工会議所会頭，在浜各公益事業支
店長，新日鉄副社長，市助役，県副知事などの名前があがっている。
事業目的は（咄）国際会議センクー，国際展示場，ホテルの各施設の建設，運
(15) 若竹馨「横浜—みなとみらい21一」「都市政策」第50号， 1988年 1 月。
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営， (b)国立国際会議場の管理運営の受託となっている。
1988年1月国際見本市場（展示ホール）， 国際会議場（会議センター）は
それぞれ民活法5号イ施設， 5号口施設適用対象施設に認定された。両方で
工事費は約200億円である。展示ホールの規模は延べ床面積25,300m2,展示
面積20,000m2(1991年オープン時は10,000mり，幕張メッセの半分以下であ
るが，会議センターは1,000~2,000人規模であってほとんどかわらない。国
立国際会議場（国立大ホール）は最新の情報システム等を内蔵する50,000人
規模の世界最大級のものになる。国際会誤場等建設準備会「国際会議場等整
備事業主体設立企画書」 1987年1月によれば，収支見込は開業後6年目に単
年度黒字に転じ， 13年目には累積欠損金はなくなる見通しであるという。も
しもその通りになるようであれば順調な推移と言えよう。
ちなみに MM21関連第三セクターは，既述の（株） MM21, (株）横浜国際平
和会艤場（横浜パシフィコ）のほか（財）横浜・神奈川総合情報センター（ア
ィリス）， （樹メディアシティー横浜， （株）ボー トヨコハマ 130,横浜高速鉄道
（株），みなとみらい21熱供給（樹などがある。ここでも中央・地元財界と行政あ
げての協力のもとに，‘‘第2の丸の内"と言えるような MM21構想が推進
されていることがわかる。
市従業員労働組合の批判 組合サイドからの批判は厳しい。横浜市従行財
政部市政研究部 MM21研究グループ「みなとみらい21計画の現段階と問
題点」 1988年によれば，その要点はつぎの4点である。 1. <財界・大企業
本位＞経団連副会長が（樹横浜国際平和会隊場の会長であり，（株） MM21に三
菱系の役員が5人いるなど。
2. <莫大な市費支出と公共性確保保障の弱さ>MM21関係の既設第三
セクターだけでも市は約18億円の出資をおこなっており，公共性を掲げなが
ら実際には採算ペースに乗せ儲けを保障しようとしている。なんとならば計
画の推進主体が（刷 MM21という株式会社形態の第三セクターであり，その
役員の3分の 1は特定大企業関係者で占められていること， "MM21関係の
各第三セクターのトップ役員は押しなべて政財界の重鎮で占められ，横浜市
現段階の第三セククー （寺尾） (665)105 
関係者は役員の片隅に顔を出す程度の関与しかしていない。”これでは公共
性の確保は極めて困難である。
3. <大きい市民負担＞第三セククー“ォンパレード”で進展する MM21
は税金を投入した割には市民にとっての利用機会・便益の向上は余りにも少
な<,MM21の市民的バランスシートは大きな赤字である。
4. <徹底した市民参加・地方自治の軽視・無視＞大企業本位の当然の帰
結として，第三セククーの役員に市民代表や市民団体の代表は 1人もいな
い。第三セククー圏 MM21を推進主休の中心に据えているが，ガラス張り
であるべきはずの事業が第三セククーとなると，地方自治との関係が非常に
あいまい，希薄になる。第三セククーは地方自治休とは別個の法的人格を有
する 1法人として，主に地方自治法ではなく，民法や商法の規定をうけ，自
治体からは法的に独立した 1企業・団体となる。地方自治法において議会や
自治休の長による一定の調査権・監査権・審議権等が義務づけられているも
のの，運用上の形骸化が甚だしく，実態として議会の監視は非常に行き届き
にくく，市民の第三セククーに対する要望・意見・注文に至っては，制度的
に全く保障されていない。第三セクターはその組織機構の法的性格から，す
でに存在自身において市民参加・地方自治を退け，侵害しているのである。
市民が参加できるのはせいぜいシンボルマークや名称の公募に応募すること
ぐらいである。
市従業員労働組合前掲資料に添付されている横浜市 MM21関係予算は
1983年度143億9,890万円， 1984年度78億6,170万円， 1985年度207億5,384万
円， 1986年度250億5,644.1万円， 1987年度約434億円， 1988年度430億4,824.6
万円にのぽっている。このうちとくに1988年度国際会議場関係はつぎのごと
くである。
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横浜国際会誤場出資金 10檄円
横浜国際会議場建設運営推進費
国際交流施設整備費
（国際会議場建設費補助金）
国際交流ゾーン基盤整備費
＝埠頭整備事業費
3,000.0万円
13億円
9,830.2万円
4,800.0万円
（注） （ ）内のものは MM21事業費からはずれ，
独自の費目になるもの。
(2) 地方圏の事例
＜柏崎ソフトパーク＞
このプロジェクトは1987年2月民活法3号施設として認定されており， ソ
フト人材教育機関「柏崎情報開発学院」と「柏崎情報開発センタービル」の 2
つをいう。このビルの設置主体は柏崎市，運営は第三セクターである（株）柏崎
情報開発センクーがあたっている。この第三セクターは1987年設立， 1988年
4月オープン，代表取締役は柏崎市 OB。この時点での資本金は増資の結果
8,500万円（柏崎市2,500万円，北海道東北開発公庫2,000万円， NEC1,500 
万円，東京電力1,000万円ほか），事業内容はソフト企業の誘致・育成および
事務所の賃貸，地域企業を対象にした情報処理サービス提供，情報化の企業
・住民への啓蒙・普及業務，パソコン通信サービスの実施である。
この会社の立地する新潟県柏崎市はわが国における石油発祥の地であり，
日本石油・帝国石油の本拠でもあった。現在天然ガスは全国生産量の約18
%, 3.5億maが生産されているが， かつては70%が生産されたときもあっ
た。工業については機械・金属工業， さらに農村工業の立地がみられ， NEC
の工場が田尻工業団地で操業中である。冬期自然条件がわる＜，人口は6.8
万人にすぎないが，本市はこのようにある程度の工業的集積がある（製造品
出荷額等は1987年2,226億8,000万円である）。この地にニューメディアセ
ンターの設置が発想されたのは東京電力の柏崎刈羽原子力発電所の立地と
NECの田尻工業団地への移転という 2つの要因があったからである。この
原子力発電所は1985年9月運転を開始し， 2• 5号機は建設が最盛期をむか
硯段階の第三セククー（寺尾） (667)107 
ぇ， 3• 4号機も着工され， さらに改良型の6・7号機の計画が進んでい
る。そこで1986年電源三法交付金が市に入り，政府や電力会社がクイムリィ
に民活法適用を柏崎市当局に教えたことがきっかけとなり，この交付金から
市はセンクービルの土地建物取得費 (9億8,000万円）を捻出し， また（樹柏
崎情報開発センクーは NTT無利子貸付，北東公庫融資及ぴ出資，銀行借
入金でもって NEC工場建物及ぴ跡地（建物面積約6,500m2,敷地面積約9,
500mりを改装し， センクービルとしてオープンしたのである。市はこの企
画を新しいクイプの企業誘致の‘‘器づくり”と考えた。つまり柏崎ソフトバ
ークはいわば原発の贈物であった。
ちなみに企業誘致については「新潟県農村地域における工業導入促進に関
する条例」による不動産取得税・事業税 (3カ年）免除，「新潟県企業立地
促進資金貸付制度」による用地・工場建設設備資金の貸付〔限度額1億円，
年利4.3彩， 10年償還（据置2年）〕が適用されるほか，柏崎市の場合独自の
優遇措置がもたれている。すなわち「柏崎市工場設置奨励条例」によって固
定資産税 (3カ年）免除，特別土地保有税の非課税，「柏崎市工場立地促進
資金貸付制度」によって用地取得資金限度額用地取得費の 3分の2, 年利
4.1彩， 10年償還（据置2年），設備資金限度額1億円，年利4.6%,10年償
還（据置2年）が貸付けられることになっている。
＜宇奈月国際会館＞
富山県内の第三セククーとしては立山山麓レクリェーション（樹，立山黒部
貰光（樹，神岡鉄道（樹，富山クーミナルビル（樹，富山空港クーミナルビル圏，
圏富山市民プラザ，（樹富山県総合情報センクー（富山イノベーションセンタ
）ー， （財）富山産業創造センクー， （社）とやま地域情報化推進センクー，富
山クーミナルビル圏等に加え（樹宇奈月国際会館があげられる。地方圏として
はこれらは比較的に数も多く，また多彩である。とくにアルプスの裏側の静
かな温泉町に国際会議場を建設するという発想は立地上まことにユニークに
思われる。ーロで言えばこの発想は「コンベンション＋リゾート」である。
しかし三大都市圏においても自立がむずかしいと言われている国際会議場を
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この土地に建設運営することは大変な困難とこれに打ち克つ努力工夫が求め
られるだろう。
受け皿の（株）宇奈月国際会館は1988年3月設立， 1989年10月現在資本金2億
3,700万円（最終資本金20億円），出資構成はつぎのようである。
宇奈月町 1億1,700万円 （最終資本金11億円）
宇奈月温泉旅館協同組合 1,200万円 （最終資本金3億円）
立山黒部貰光（株） 800万円 （最終資本金5億円）
富山県 1億円 （最終資本金1億円）
会長は野崎吉郎宇奈月町長，社長宇奈月漏泉旅館協同組合理事長，副社長
宇奈月町議会議長，取締役は町議会副議長，町助役，宇奈月湿泉旅館協同組
合副理事長， 立山貰光クーミナル（株）・立山開発鉄道圏社長， 県商工労働部
長，町収入役が就任している。施設は1,000人規模の大会議場，中・小会議
室があり，敷地面積約5,300mり 1991年完工予定である。
計画の背景には湿泉間の競争の激化があるが，すでに1981年3月の宇奈月
温泉観光協会「宇奈月町観光基本計画」に‘‘コンベンションホールを中心と
したコミュニティセンクー”の建設の文字が見える。 1985年3月の宇奈月町
活性化委員会「みんなの力を将来のために一一宇奈月町活性化の基本方向と
政策に閲する提言—」でもこの問題が検討され，コンペンションホールの
整備が町当局に要望されている。経緯としてはスキー場の再整備，駐車場と
共にでてきていた温泉観光会館の構想がこのプロジェクトに発展したと考え
ていい。この結果出資構成，役員からみるように宇奈月温泉旅館組合と宇奈
月町が主役となり，県の支援をえた形になっている。このプロジェクトは県
の指導によって1989年2月民活法5号口施設の適用対象施設となった。
「収支計画」 (1988年10月）では営業開始後10年目で単年度の経常収支の
赤字が黒字に転じ，営業開始後25年で累積赤字も消える計算になっている。
しかしこのためにはさまざまな工夫がすでに提案されている。 (a)大会議場の
使用料を廉価に設定して会議場そのものの魅力を高め，使用頻度の高い小会
議室の使用料を他の施設並みに設定して収益を高めること， (b)会議参加者が
現段階の第三セククー（寺尾） (669)109 
各ホテル・旅館に支払う宿泊費の5%を運営資金として国際会館に割り戻す
こと（「収支計画書」）， (c)県内需要を中心に据えたコンベンションの企画や
誘致， (d)新たなコンベンション（国際会議，イベント等）需要の発掘， (e)情
報センクーの創造による独自の営業展開， (f)喋境の保全（「整備計画」）な
どがそれである。このようになりふりかまっておられないところに“地方民
活”の姿があると言える。
3, 開発型第三セクターの構造的な問題性
「岡山チポリ公園」問題 60年代， 70年代にかけて開発型第三セクターは
埋立事業・土地造成事業といった産業基盤整備に期待を集めたものの，新産
都市の失敗とともに経営赤字を背負い込むケースが少なくなかった。しかし
80年代には第2次産業から第3次産業へ，国際化の進展と内需拡大といった
日本経済の構造転換のなかで，開発型第三セクターは再び脚光をあび90年代
を迎えつつある。ただ開発型第三セククーの場合は豊富な民間資金の活用と
いう原型が根強く根底にあり，第三セククーヘの安易な考え方がなされがち
である。管理型第三セククーは“安上り行政”的な否定的側面だけでなく，
最近は行政のソフト化といった積極的側面を評価する必要がでてきている
が，開発型第三セククーについては根拠のない楽観的期待が再浮上している
いま，陥りがちなその弱点をむしろ直視する必要がある。
この点について岡山市制百周年の記念行事として同市，県，地元財界が節
三セクク一方式によってデンマークのチボリ・インターナショナル社から誘
致を試みているプロジェクト「岡山チボリ公園」をめぐる問題は第三セクク
ーのこの弱点にまさにかかわっているという意味で関心がもたれる。目下こ
の計画の企画誘致会社である（株）「センチュリーパークチボリ」（社長，松本
ー岡山市長）が東京のコンサルクント会社「ランドシステム」の経営者をこ
の事業の総合プロデューサーに起用し，これに対して建設費の 5%,22億円
を成功報酬として渡すことと開園後の一定の特権を約束した業務委託契約書
をめぐって， 1990年10月以降同市議会百条委員会において関係者の証言，陳
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述がかさねられている。
この事業は総事業費が岡山市の年間予算の3分の 1を上回る1,000億円近
くの額が見込まれ，公園用地は JR岡山駅近くに広がる旧国鉄操車場跡地が
予定されている。国鉄清算事業団も1990年9月市への随意契約による払い下
げを決めている。旧国鉄の跡地払い下げを受けることができるのは自治休な
どで，しかも「自ら公共目的」に利用するケースに厳しく限られていた。し
かし岡山での払い下げを決めた直後に運輸省は省令を改正し，自治休が直接
事業を進めるのでなく，自治体出資の第三セククーが利用する場合も払い下
げを認める道を開いている（毎日1990.12.12)。このように第三セククー化
という民活導入の立法過程をとりあげるなかでさきに見たことがここでも繰
り返されている。
百条委員会での証言 ここでは少なくとも次の諸点が明らかになった。既
述の契約書に基く催告書（請求書）が「センチュリーパークチポリ」に来て
いることをこの会社の取締役が知らなかった。③契約書それ自休がこの会社
の取締役会の議題になっていなかった。⑧ 「ランドシステム」の誘致事業を
下請けしている東京の広告代理店「コクサイクリエィティプセンクー」社長
が「センチュリーパークチボリ」の取締役になり，この会社をいわば1人で
切り盛りしていた。④市の事業であるにもかかわらず市がつんぽ棧敷に置か
れ，県・地元財界が勝手にやっていこうとしているといった市当局の県・地
元財界への不信感，不協和音がある。
現時点では客観的な判断をしがたいにしても，第三セククーとしての「セ
ンチュリーパークチボリ」は管理監督システムに問題があることは明らかで
ある。
この会社は1988年設立， 資本金5,000万円， うち県が1,000万円，市1,500
万円，岡山商工会議所1,500万円を出資している。取締役会長には長野士郎
県知事，取締役には伊原木一衛岡山商工会議所会頭が名をつらねている。し
かし役員間の意志疎通があるとは思えず，開発プロにまかせきりの，形だけ
の取締役会であったことは事実であろう。第三セククーヘの「ランドシステ
硯段階の第三セククー（寺尾） (671)111 
ム」の催告書は監査で見た書類の中にはなかったという「センチュリーパー
クチボリ」の監査役の発言（朝日岡山版1990.11.9) もあるくらいである。
また，県知事は市や県からの担当者がこの第三セククーには参加していなか
ったことや県・市職員の派遣社員や専任の役員がいなかったことを証言して
いる（朝日岡山版1990.12.8)が，こうした記事のなかにこの会社の無責任
体制，県・市のコントロールの不適切さが浮彫りにされていると言える。
さらに用地取得の遅れは事業の建設主体である（財）「チボリパーク」（理
事長県知事）による事業計画の作成が遅れており，県知事の認可をうけるめ
どが立っていないことが一因であると市長が議会答弁で示唆しているかと思
えば（朝日岡山版1990.12.12), 1990年12月の市議会百条委員会中間報告で
の“チボリ公園計画は県• 財界主導であって，市はかやの外だった”という
指摘に対して，県知事は1991年1月8日同委員会証言で反論している（朝日
岡山版1990.1.9)。事業の管理運営を担う「チポリ・ジャパン」社長新下茂
氏もまた公園建設を含む事業費にあてる550億円の資金調達のため債務保証
を市に要求しているが，市議会はこれを認めてくれないと同委員会で意見陳
述している（朝日岡山版1990.11.17)。 このように市・県・財界とも全くば
らばらであり，協調体制は全く見られない。
この事業は企画誘致を「センチュリーパークチボリ」（市主導），建設を
「チポリバーク」（県主導），管理運営を「チボリ・ジャパン」（県・財界主
導）という 3つの第三セククーに分担させるという特別なかたちをとってお
り， そのことが利害関係やセクショナリズムを増幅させる一因となってい
る。この事例は国際的に問題化する契機をはらんでいる点でも特異である。
おわりに さてわれわれはたまたま進行中のこの不幸な事例を通じて，一
見行政と財界の共同経営という安全かつ強力なはずの第三セククーのしくみ
が，一転して寄り合い所帯的脆弱さを露呈したことを見た訳であるが，こう
した事実を踏まえてわたしたちは住民参加や議会によるコントロールの大事
さをふくむ第三セククーのあり方について一層深い認識をもつことができ
る。
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〔本稿は，昭和63年度～平成2年度文部省科学研究費一般研究(C)の研究成果の一
部である。〕
